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１． 国民の皆様へ 

独立行政法人労働安全衛生総合研究所は、平成１８年度に発足し平成２４年度は７年目に当たり

ますが、第２期中期計画の２年度目として計画的に事業を推進しました。 

当研究所の主要な業務である調査研究につきましては、調査研究の方向及び到達目標を明確にし、

研究所の重点研究と位置付けたプロジェクト研究等１５課題のほか、基盤的研究として４１課題の研

究を実施しました。また、外部研究資金の獲得にも注力し、科学研究費補助金等競争的研究資金によ

る研究３５課題及び地方公共団体や民間企業からの受託研究等６課題を実施しました。 

これら調査研究の実施に当たっては、行政を含めた労働安全衛生関係者との意見交換等を通じて、

労働現場や行政のニーズの把握を徹底しました。また、調査研究の各課題については、事前・中間・

事後における研究所内部評価及び第３者による外部評価を実施し、研究計画の作成から研究の進捗管

理、研究計画や予算配分の見直し、研究成果の公表・普及まで、その効果的・効率的な推進に努めま

した。 

この結果、研究成果として、計画を上回る数多くの論文発表や口頭発表に結実しました。これら

の成果は、労働安全衛生施策、労働安全衛生関係法令・規格の制定・改正等の基礎資料等として活用

されています。また、研究成果を社会一般に広く還元することを目的として、研究所刊行物として特

別研究報告（ＳＲＲ）や技術指針(ＴＲ)等を作成し、ホームページ等で公表するととともに、安全衛

生技術講演会等の開催を通じてその普及に努めました。 

一方、研究と並んで主要な業務のひとつである労働災害の原因調査及び鑑定・鑑別等への対応に

ついては、依頼元へのアンケート調査の実施、内部研修等を通じて、報告書の質の向上、提出時期の

迅速化を図るなど、その適正・迅速な処理に努めました。 

さらに、平成２４年度においては、外部研究資金の獲得に向けて科学研究費補助金等の応募に積

極的に取り組みました。 

当研究所は、働く人の命と健康を確保することに資する調査研究の実施を使命としています。今

後も第２期中期計画を踏まえ、役職員一同、この使命を改めて胸に深く刻み、効率的・効果的な業務

の推進に努力してまいりますので、国民の皆様の一層のご理解を賜りたく、よろしくお願い申し上げ

ます。 

 

２． 基本情報 

  (1)法人の概要 

① 法人の目的 

独立行政法人労働安全衛生総合研究所は、事業場における災害の予防並びに労働者の健康の保

持増進及び職業性疾病の病因、診断、予防その他の職業性疾病に係る事項に関する総合的な調

査及び研究を行うことにより、職場における労働者の安全及び健康の確保に資すること目的と

しております（独立行政法人労働安全衛生総合研究所法第３条）。 

② 業務内容 

当研究所は、独立行政法人労働安全衛生総合研究所法第３条の目的を達成するために以下の業

務を行います。 

 ア 事業場における災害の予防並びに労働者の健康の保持増進及び職業性疾病の病因、診断、

予防その他の職業性疾病に係る事項に関する総合的な調査及び研究 

 イ 上記の業務に附帯する業務 

 ウ 労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）第９６条の２第１項に規定する調査及び同

条第２項に規定する立入検査 



③ 沿革 

  昭和１７年 産業安全研究所設立 

  昭和２４年 労働基準局労働衛生課分室として「けい肺試験室」設立 

  昭和３２年 けい肺試験室を労働衛生研究所とする。 

  昭和５１年 労働衛生研究所を産業医学総合研究所とする。 

  平成１３年 産業安全研究所、産業医学総合研究所共に独立行政法人へ移行 

  平成１８年 産業安全研究所と産業医学総合研究所が統合され独立行政法人労働安全衛生総

合研究所となる。 

④ 設立根拠法 

   独立行政法人労働安全衛生総合研究所法（平成１１年法律第１８１号） 

⑤ 主務大臣（主務省所管課等） 

厚生労働大臣（厚生労働省労働基準局安全衛生部計画課） 

⑥ 組織図（別紙参照） 

 

 (2)本社・支社等の住所 

清瀬地区：東京都清瀬市梅園１－４－６ 

川崎地区：神奈川県川崎市多摩区長尾６－２１－１ 

 

 (3)資本金の状況                               単位：百万円  

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 11,786 － － 11,786 

資本金合計 11,786 － － 11,786 

 

(4)役員の状況（平成 25年 3月 31日現在）   

役職 氏名 任期 担当 経歴 

理事長 前田 豊 平成 22 年 4月 1日 

（再任） 

 

 【昭和 48年 4月】 

労働省（産業安全研究所）入省 

【平成 15年 4月】 

独立行政法人産業安全研究所研究グループ部

長（機械システム安全研究グループ担当） 

【平成 18年 4月】 

独立行政法人産業安全研究所研究グループ部

長（電気安全研究グループ担当） 

【平成 20年 3月】 

退職 

【平成 20年 4月】 

独立行政法人労働安全衛生総合研究所理事 

【平成 21年 4月】 

独立行政法人労働安全衛生総合研究所理事長 

（現職） 



理事 小川 康恭 平成 24 年 4月 1日 

（再任） 

研究・ 

登戸地区 

担当 

【昭和 58年】 

大阪大学医学部環境医学教室助手 

【平成 6年 11月】 

東京慈恵会医科大学環境保健医学教室助教授 

【平成 10年 4月】 

労働省（産業医学総合研究所）入省 

【平成 20年 4月】 

独立行政法人労働安全衛生総合研究所研究グ

ループ部長（健康障害予防研究グループ担当） 

【平成 21年 3月】 

退職 

【平成 21年 4月】 

独立行政法人労働安全衛生総合研究所理事 

（現職） 

理事 髙橋 哲也 平成 24 年 4月 1日 

（再任） 

総務・ 

清瀬地区 

担当 

【昭和 52年 4月】 

労働省入省 

【平成 17年 10月】 

厚生労働省安全課長 

【平成 19年 8月】 

新潟労働局長 

【平成 20年 7月】 

出向 

【平成 20年 7月】 

独立行政法人労働安全衛生総合研究所理事 

（現職） 

監事 浅田 和哉 自 平成 24 年 4月 1日 

 

 【昭和 54年 4月】 

労働省入省 

【平成 19年 6月】 

茨城労働局長 

 

【平成 23年 4月】 

出向 

【平成 23年 4月】 

独立行政法人労働安全衛生総合研究所 

研究企画調整部長 

【平成 24年 4月】 

独立行政法人労働安全衛生総合研究所監事 

（現職） 



監事 

(非常勤) 

 

 

永井 道人 

 

 

 

自 平成 24 年 4月 1日 

 

 

 

 

 

永井公認会計士事務所（現職） 

【平成 24年 4月】 

独立行政法人労働安全衛生総合研究所監事 

（現職） 

※ 理事長の任期は４年、理事及び監事の任期は２年（独立行政法人労働安全衛生研究所法第８条） 

 

 (5)常勤職員の状況 

  常勤職員は平成２４年度末において 101 人（前期末比 5 人増）であり、平均年齢は 45.5 歳（前期

末 45.0 歳）となっております。このうち、国からの出向者は 18人です。 

 

３． 簡潔に要約された財務諸表 

 

(1)貸借対照表                                 単位：百万円 

資産の部 金額 負債の部 金額 

流動資産 

 現金及び預金 

 その他 

 

固定資産 

 有形固定資産 

 その他 

 

641 

597 

44 

 

 10,872 

10,847      

25          

 

流動負債 

 未払金 

 その他 

 

固定負債 

 資産見返負債 

  その他 

負債合計 

627         

148         

479         

 

642         

614         

28          

      1,269 

純資産の部  

資本金 

 政府出資金 

資本剰余金 

利益剰余金 

純資産合計 

11,786 

11,786 

△1,600 

58 

10,244 

資産合計 11,513      負債・純資産合計 11,513       

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(2)損益計算書               単位：百万円 

 金額 

経常費用(A) 

 研究業務費 

    人件費 

    減価償却費 

    その他 

 一般管理費 

    人件費 

    減価償却費 

    その他 

 財務費用 

 

経常収益(B) 

 運営費交付金収益等 

 受託収入 

 その他 

当期総利益(B-A) 

1,849 

1,501 

829 

177 

495 

345 

157 

11 

177 

2 

 

1,868 

1,793 

49 

26 

        19 

 

 (3)キャッシュ・フロー計算書                   単位：百万円 

 金額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 

  業務経費及び一般管理経費支出 

  人件費支出 

  運営費交付金収入 

  受託研究収入 

  その他収入・支出 

 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) 

 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) 

 

Ⅳ資金増加額(E=A+B+C) 

 

Ⅴ資金期首残高(F) 

 

Ⅵ資金期末残高(G=F+E) 

328 

△708 

△965 

1,941 

58 

2 

 

△236 

 

△36 

 

56 

 

541 

 

597 

 

 

 

 



(4)行政サービス実施コスト計算書                 単位：百万円 

 金額 

Ⅰ業務費用 

(1) 損益計算書上の費用 

(2) （控除）自己収入等 

 

Ⅱ損益外減価償却等相当額 

 

Ⅲ引当外賞与見積額 

 

Ⅳ引当外退職給付増加見積額 

 

Ⅴ機会費用 

 

Ⅵ行政サービス実施コスト 

1,785 

1,851 

△67 

 

295 

                  

3 

 

63 

 

58 

                        

2,203 

 

※ 金額については四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（参考）財務諸表の科目の説明 

① 貸借対照表 

   現 金 及 び 預 金 ：普通預金 

   有 形 固 定 資 産 ：土地、建物、機械装置、車両、工具など当法人が長期にわたって使用ま

たは利用する有形の固定資産 

運営費交付金債務：当法人の業務を実施するために国から交付された運営費交付金のうち、

未実施の部分に該当する債務残高 

政 府 出 資 金：当法人に国から出資された資金であり、当法人の財産的基礎を構成する

もの 

資 本 剰 余 金：主に国から交付された施設費を財源として取得した資産で当法人の財産

的基礎を構成するもの 

利 益 剰 余 金：当法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額 

 

② 損益計算書 

   研 究 業 務 費：当法人の研究業務に要した費用 

   人 件 費：給与、賞与、法定福利費など、当法人の職員に要する経費 

   減 価 償 却 費：業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって費用として

配分する経費 

   財 務 費 用：利息の支払に要する経費 

   運営費交付金収益等：国からの運営費交付金及び国の施設費のうち、当期の収益として認識し

た収益 

   受 託 収 入：政府及び民間からの受託研究収入 

    

③ キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー：当法人の通常業務の実施に係る資金状態を表し、業務

に係る経費や人件費の支出等が該当 

   投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活

動に係る資金の状態を表し、固定資産の取得に係る支

出や施設費の収入が該当 

   財務活動によるキャッシュ・フロー：リース債務の返済による支出が該当 

 

④ 行政サービス実施コスト計算書 

   業 務 費 用：当法人が実施する行政サービスのコストのうち、当法人の損益

計算書上に計上される費用 

   損益外減価償却等相当額：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定され

ていないものとして特定された資産の減価償却等相当額 

   引 当 外 賞 与 見 積 額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の

賞与引当金見積額 

   引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の

退職給付引当金増加見積額 

   機 会 費 用 ：政府出資から生じる機会費用が該当 

 



４． 財務情報 

  (1)財務諸表の概況 

① 経常費用、経常収益、当期総利益、資産、負債、キャッシュ・フローなどの主要な財務デー

タの経年比較・分析 

   （経常費用） 

     平成２４年度の経常費用は 1,849 百万円と、前年度比 118 百万円減（6.0％減）となってい

る。これは、研究業務費及び一般管理費の人件費の合計が前年度比 67百万円減（6.4％減）と

なったことが主な要因である。 

   （経常収益） 

     平成２４年度の経常収益は 1,868 百万円と、前年度比 137 百万円減（6.8％減）となってい

る。これは、受託収入が前年度比 82百万円減（62.5％減）となったことが主な要因である。 

   （当期総利益） 

     上記経常損益の状況の結果、平成２４年度の当期総利益は 19百万円と、前年度比 19百万円

減（49.1％減）となっている。 

   （資産） 

平成２４年度末現在の資産合計は 11,513 百万円と、前年度末比 180 百万円減（1.5％減）          

となっている。これは、減価償却等により固定資産の額が前年度比 255 百万円減（2.3％減）

となったことが主な要因である。 

   （負債） 

     平成２４年度末現在の負債合計は 1,269百万円と、前年度末比 46百万円増（3.8％増）とな

っている。これは、運営費交付金債務が前年度末比 152百万円増（58.3％増）となったことが

主な要因である。 

   （業務活動によるキャッシュ・フロー） 

     平成２４年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 328百万円と、前年度比 916百万円増

（黒字化）となっている。これは、当期、国庫納付が行われなかったことが主な要因である。 

   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

     平成２４年度の投資活動によるキャッシュ・フローは△236 百万円と、前年度比 171 百万円

減（264.6％減）となっている。これは、施設費の収入が 217 百万円減（81.1％減）となった

ことが主な要因である。 

   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

     平成２４年度の財務活動によるキャッシュ・フローは△36 百万円と、前年度比 1 百万円増

（3.0％増）となっている。これは、リース債務の返済額が前年度比 1百万円減（3.0％減）と

なったためである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 主要な財務データの経年比較                          単位：百万円 

区分 平成 20 年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 

経常費用 2,452 2,320 1,986 1,967 1,849 

経常収益 2,467 2,335 2,782 2,005 1,868 

当期総利益 15 16 796 38 19 

資産 12,659 12,605 12,784 11,693 11,513 

負債 1,691 1,880 1,357 1,223 1,269 

利益剰余金 32 48 844 38 58 

業務活動によるキャッシュ・フロー 389 566 458 △588 328 

投資活動によるキャッシュ・フロー △214 △257 △311 △65 △236 

財務活動によるキャッシュ・フロー △50 △53 △39 △37 △36 

資金期末残高 866 1,122 1,230 541 597 

※ 中期計画の期間（平成２３年度～平成２７年度） 

※ 平成２２年度は第 2期中期計画期間終了年度のため運営費交付金債務等を全額収益化している。 

※ 金額については四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

   ② セグメント事業損益の経年比較・分析 

    （区分経理によるセグメント情報） 

一般勘定の事業利益は 20 百万円と、前年度比 19 百万円の減（49.2％減）となっている。こ

れは、受託収入が前年度比 82百万円減（62.5％減）となったことが主な要因である。 

社会復帰促進等事業勘定の事業利益は△0百万円と、前年度比 0百万円減となっている。 

 

事業損益の経年比較（区分経理によるセグメント情報）                単位：百万円 

 平成 20 年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 

一般勘定 14 15 248 39 20 

社会復帰促進等事業勘定 1 1 548 △0 △0 

合計 15 16 796 38 19 

※ 中期計画の期間（平成２３年度～平成２７年度） 

※ 平成２２年度は第 2期中期計画期間終了年度のため運営費交付金債務等を全額収益化している。 

※ 金額については四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

③ セグメント総資産の経年比較・分析 

（区分経理によるセグメント情報） 

一般勘定の総資産は 256百万円と、前年度比 54百万円増（26.7％増）となっている。これは、

現金及び預金が前年度比 38百万円増（35.5％増）となったことが主な要因である。 

社会復帰促進等事業勘定の総資産は 11,290百万円と、前年度比 214百万円減（1.9％減）とな

っている。これは、減価償却等により固定資産の額が前年度比 254 百万円減（2.3%減）となっ

たことが主な要因である。 

 

 

 



総資産の経年比較（区分経理によるセグメント情報）                 単位：百万円 

 平成 20 年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 

一般勘定 268 400 718 202 256 

社会復帰促進等事業勘定 12,411 12,251 12,089 11,504 11,290 

調整 △20 △46 △24 △13 △34 

合計 12,659 12,605 12,784 11,693 11,513 

※ 中期計画の期間（平成２３年度～平成２７年度） 

※ 金額については四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

④ 目的積立金の申請、取崩内容等 

  該当なし 

 

⑤  行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析 

  平成２４年度の行政サービス実施コストは 2,203百万円と、前年度比 113百万円減（4.9％減）

となっている。これは、損益計算書上の費用が前年度比 127百万円減（6.4％減）となったこと

が主な要因である。 

 

行政サービス実施コストの経年比較                            単位：百万円 

区分 平成 20 年度 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 

業務費用 2,383 2,239 1,953 1,833 1,785 

うち損益計算書上の費用 2,454 2,323 1,987 1,978 1,851 

 うち自己収入（控除額） 71 84 34 145 67 

損益外減価償却等相当額 350 372 337 330 295 

損益外減損損失相当額 － － － － － 

引当外賞与見積額 △11 △5 6 △16 3 

引当外退職給付増加見積額 △73 △89 41 65 63 

機会費用 148 151 134 104 58 

行政サービス実施コスト 2,797 2,667 2,471 2,316 2,203 

※ 中期計画の期間（平成２３年度～平成２７年度） 

※ 金額については四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

 

  (2)施設等投資の状況 

① 当事業年度中完成した主要施設等 

  中央監視装置改修工事（取得原価 10百万円） 

  液体撹拌帯電実験室改修工事（取得原価 39百万円） 

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

該当なし 

③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

  該当なし 

 



(3)予算・決算の概況                            単位：百万円                         

 区分 
平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由 

収入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 受託収入 

 その他収入 

2,793 

2,516 

251 

15 

12 

2,851 

2,516 

251 

66 

18 

2,810 

2,536 

248 

14 

12 

2,911 

2,536 

224 

133 

19 

2,350 

2,075 

231 

33 

11 

2,593 

2,075 

231 

270 

17 

2，327 

2,048 

211 

54 

14 

2，332 

2,048 

190 

75 

19 

2，203 

2,023 

56 

107 

17 

2，081 

1,941 

50 

69 

20 

 

 

 

受託件数の減 

謝金収入等の増 

支出 

 人件費 

 

 一般管理費 

 業務経費 

 施設費 

 受託経費 

2,793 

1,373 

 

282 

873 

251 

15 

2,691 

1,359 

 

269 

775 

235 

53 

2,810 

1,410 

 

273 

864 

248 

14 

2,415 

1,289 

 

177 

770 

115 

64 

2,351 

1,145 

 

252 

689 

231 

33 

2,236 

1,091 

 

171 

651 

231 

91 

2，327 

1,133 

 

246 

682 

211 

54 

2,056 

1,020 

 

172 

605 

179 

80 

2，203 

1,123 

 

242 

675 

56 

107 

1,914 

964 

 

194 

640 

50 

64 

 

 

 

経費節減による減 

経費節減による減 

入札結果による減 

受託経費の減 

※ 中期計画の期間（平成２３年度～平成２７年度） 

※ 金額については、四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

  (4)経費節減及び効率化目標との関係 

 当研究所においては、中期目標期間終了時までに、運営費交付金を充当して行う事業については、  

前期中期目標の最終年度に比べて、一般管理費（人件費を除く。）については１５％、事業費（人

件費を除く。）については５％削減することを目標としている。この目標を達成するため、中期計

画に示された数値目標に準じた年度予算を作成し、当該予算により適切な業務運営を行っていると

ころである。 

 

                           単位：百万円 

        

区 分 

前中期目標期

間最終年度 
当中期目標期間 

金額 比率 
平成 23年度 平成 24年度（当期） 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 

一般管理費 439 100% 429 97.7% 420 95.7% 411 93.6% 402 91.6% 394 89.7% 

事業費 1,600 100% 1,584 99.0% 1,570 98.1% 1,556 97.3% 1,543 96.4% 1,529 95.6% 

 

 

５． 事業の説明 

  (1)財源構造 

当研究所の経常収益は 1,868 百万円で、その主な内訳は、運営費交付金収益 1,793百万円（収益

の 96.0％）、受託収入 49 百万円（収益の 2.6％）となっている。 

これを区分経理別に区別すると、一般勘定では、運営費交付金収益 424百万円（収益の 85.1％）、

受託収入 49百万円（収益の 9.8％）となっている。 

社会復帰促進等事業勘定では、運営費交付金収益 1,368百万円（収益の 99.9％）となっている。 

国家公務員の給与についての 

臨時特例に準じた措置 

給与支払による残 

（国家公務員の給与についての

臨時特例に準じた措置） 



  (2)財務データ及び業務実績と関連付けた説明 

当研究所は、事業場における災害の予防並びに労働者の健康の保持増進及び職業性疾病の病因、

診断、予防その他の職業性疾病に係る事項に関する総合的な調査及び研究及び労働安全衛生法（昭

和４７年法律第５７号）第９６条の２第１項に規定する調査及び同条第２項に規定する立入検査を

行っており、事業の財源は主として運営費交付金（平成 24年度予算額 2,023百万円）となっている。 

事業に要する費用は、人件費（平成 24 年度予算額 1,123 百万円）、一般管理費（平成 24 年度予

算額 242 百万円）、業務経費（平成 24年度予算額 675百万円）となっており、実際に人件費で、964

百万円、一般管理費で 194百万円、業務経費で 640百万円を支出した。 
 
 
 
 
 
 
 

 



別紙

人間工学・リスク管理研究グループ

健康研究領域

環境研究領域

理事長
国際情報・研究振興センター
（WHO労働衛生協力センター）

機械システム安全研究グループ

建設安全研究グループ

化学安全研究グループ

電気安全研究グループ

作業条件適応研究グループ

健康障害予防研究グループ

有害性評価研究グループ

安全研究領域

〔役員〕

理事（２）

監事（２）

独立行政法人労働安全衛生総合研究所組織図

環境計測管理研究グループ

労働災害調査分析センター

研究企画調整部

総務部
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